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講演タイトルとは異なり、あまり過去のことを話すつもりはありません。

１９８０年代からこれまでの２０年間に、ダイレクトマーケティングの分

野において最も変わってきたと思われる、データ分析やメディア（媒体）

の分野における新しい動きについてお話しようと思います。 

●はじめに、「データ分析」についてお話しします。1980 年代初めには

RFM分析が基本でした。現在でも、どんな高度な分析法を使ったとして

も、このRFMの要素は取り入れられており、また、顧客の質（自分の客

が良い客なのか悪い客なのか）を知るためには必ず必要な分析だといえま

す。但しRFM分析は、顧客が「いつ」買ってくれるのかのタイミングや、

「どうやって」得意客予備軍を得意客のランクに上げていけば良いのかに

ついては教えてくれないという欠点があります。 

ダイナミック・セグメンテーションとよばれるものが、現在よく使われ

るようになっています。顧客の行動データに基づいて、一定の行動が起こ

ることを促したり妨げたりするようなマーケティング活動を実行するた

めに利用します。例えば、家電専門店が過去の顧客購買データをデータマ

イニングで分析し、「大型スクリーンテレビを買った客は、たとえビデオ

を持っていても2ヶ月以内に新しいビデオを買う」ということがわかった

とすると、大型テレビを買った客に一ヶ月以内に新しいビデオの案内をし、

行動を促すようにするのです。 

リアルタイム・ダイナミック・セグメンテーションは、たとえば、ネッ

トでのレコメンデーションに使われます。例えば、サイトにアクセスして

きた客がクリックしたボタンや見たページをリアルタイムに分析し、過去

に同じような過程を辿ったセグメントがあれば、そのセグメントが選んだ

商品や情報ページを即座に出すというものです。 

ＲＦＭタイプとダイナミックタイプ、２つのセグメンテーションを組み

合わせて使うこともあります。携帯電話やクレジットカードの解約率を下

げたいとして、「離脱するＸヶ月前に顧客がこういった行動をとると解約

する」という兆候を分析して見つけ、そういった行動を取った客の中から

「離脱してほしくないＲＦＭスコアの高い客だけを選び」ダイレクトメー

ルやｅメールを送ります。こういった形の販促活動では、今までのように

一時に10万通のダイレクトメールを出すのではなく、今週は100通かも

知れない、50通かもしれない、来週は10週かもしれない。ＣＲＭの観点

から言っても、販促活動は継続的に途切れなく行なわれていくような形に

変化することでしょう。 

これからのデータ分析は、消費者の心理を需要予測に取り入れていく傾

向が強化されることでしょう。株価の動き、失業率、テレビで不景気とい

うことばが何回使われたか、こういった要素を分析に取り入れていくこと

が実際に行われるようになってくると思います。口コミ・マーケティング

が話題になっていますが、こういったコミュニティ内における消費者の動

きを分析するには、複雑系理論のひとつであるAgent-based Modeling（エ

ージェントベース・シミュレーション）などの採用も進むことでしょう。   

●次に、この20年間で大きく変わったのは「媒体（メディア）」、特にイ

ンターネットの登場です。 

e-メールは、送ってからwebサイトに移動してもらうことが主（目的）

でしたが、最近では音声や画像が送れる e-メールが使えるようになって、

e-メールが独立した形で使われるようになってきています。いまアメリカ

では、営業担当者の顔が写り音声で説得できるこの音声画像つきe-メール

が好んで使われています。 

ＤＲＴV（ダイレクトレスポンステレビ）が、またいまアメリカでは人

気を呼ぶようになってきています。注文や資料請求を電話やインターネッ

トで受け付けるＤＲＴＶがアメリカで再び人気を呼んでいる理由は 2 つ

あります。１つは郵便料金の値上がりです。アメリカでは２００１年 1

月に値上がりしてから、１８ヶ月で３回値上がりしました。したがって、

ダイレクトメールの媒体としての価値が少し下がっています。その代わり

になるコスト安の媒体としてＤＲＴＶが再度脚光を浴びているのです。し

かも、アメリカでは、およそ４０００万世帯がデジタルケーブルサービス

を利用していると予測され、それもＤＲＴＶの媒体価値を高めています。

アメリカの企業はテレビ媒体の広告費の４０％以上をＤＲＴＶに投資し

ていると言われています。 

モバイル端末のおかげで、時間と場所を超越していつでもどこでも企業

がお客様に、お客様も企業に到達できるようになってきています。最近で

は、非接触型ＩＣカードと携帯電話を使って色々と面白い実験がなされて

います。例えば、ＩＣタグをつけた携帯電話によって、顧客一人一人の位

置情報を獲得し、年齢など人それぞれに合ったお店の紹介、今いる場所に

あったイベント情報などをe-メールで送ることができます。 

影が薄くなってきているダイレクトメールは駄目なのかといえば、最近

登場したデジタルプリンティングによってダイレクトメールやカタログ

も、とくにＢ２Ｂ分野で、また面白いことがあるのではないかと思います。

デジタルプリンティングでは、付属のデーターマイニングソフトウェアで

顧客データを分析しながら、文章、写真、イラストなどのグラフィックイ

メージ全てをワン・トゥ・ワンでパーソナル化して印刷することができま

す。 

街中いたるところに自動販売機がありますが、今や自販機も情報メディア

になってきています。例えば自販機と携帯電話を組み合わせれば、自販機

の前に立ったお客様の位置を認識して、その自販機の近くにある店の紹介

をすることができます。つまり、今まで自販機は販売・物流チャネルでし

たが、広告媒体にもなることができるということです。今までは、広告と

か宣伝をするのが媒体でしたが、媒体が販売チャネルになり、販売チャネ

ルが媒体になるということが起こってきます。コンビニ、牛乳配達店、宅

急便、メーカーの系列店、郵便局などの生活密着型店舗というものは、販

売チャネルになったり物流チャネルになったり、他の企業の広告宣伝媒体

になったりするでしょう。 

このような動きの中で、伝統的な通信販売企業の位置はどこにあるので

しょう。日本でも、メーカーが、ありとあらゆるネットワークや機会を利

用して、消費者に直接コンタクトするチャネルを探して積極的な行動をし

てきています。いまは財政的に問題がある小売業界も再編成が一段落すれ

ば、積極的なネットワーク化を進めて行くものと思われます。消費者にと



って、ダイレクトにコンタクトしてモノを買えるのは通信販売企業だけで

はないという時代になっていくことでしょう。 

以上で述べてきたように、ダイレクトマーケティングは今現在、情報とテ

クノロジーに基づくマーケティングです。そこで重要になるのは、どのＩ

Ｔをいつ採用するか、そしてシステム採用における投資利益率とを見極め

ることです。今までマニュアルでやっていたことがＩＴを採用することに

よってコスト削減につながったというのが理想的なかたちですが、今はテ

クノロジー進歩が大変早いのでＩＴの投資利益率を見極めることは難し

い作業になってきています。これからの経営者は、テクノロジーの是非を

きちんと見極めることができる目を持っていなければならないでしょう。 


